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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第78期
第２四半期
連結累計期間

第79期
第２四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 195,935 193,687 416,460

経常利益 (百万円) 11,075 10,498 27,698

四半期（当期）純利益 (百万円) 6,144 5,891 15,409

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 7,931 7,400 16,462

純資産額 (百万円) 309,796 320,828 315,889

総資産額 (百万円) 650,324 664,064 664,019

１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) 22.44 21.52 56.29

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) 22.44 21.52 56.29

自己資本比率 (％) 47.6 48.2 47.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △16,765 7,566 △9,227

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,269 △5,039 △6,791

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 19,632 △3,692 16,141

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 30,527 28,888 30,053
 

 

回次
第78期
第２四半期
連結会計期間

第79期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利
益金額

(円) 9.92 11.75
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

 

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間は、政府の経済政策や日銀の金融政策などにより、企業収益や雇用情勢に改善が見ら

れ景気は緩やかな回復基調となりました。一方、消費税率引上げによる駆け込み需要の反動に加え、円安に伴う物

価上昇や夏場の天候不順の影響などを受け、個人消費については回復に弱さが見られ、依然として先行き不透明な

状況が続きました。

このような環境のもと、当社グループでは３ヵ年の中期経営計画をスタートし、平成28年度の連結営業利益360

億円以上、営業利益率11％以上、ＲＯＥ６％以上を目標に企業価値向上をはかってまいります。各事業において

は、中計初年度にあたり収益力強化に向けた取組みをすすめております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,936億87百万円（前年同期比1.1％減）、売上総利益は、カー

ド事業が好調に推移し773億63百万円（同4.5％増）、営業利益は104億61百万円（同2.4％減）、経常利益は104億

98百万円（同5.2％減）、四半期純利益は58億91百万円（同4.1％減）となりました。

　

セグメント別の状況は次のとおりです。

　

（小売・店舗事業）

少子高齢化や、消費者ニーズがモノからコト・サービスへ大きく変化するなかで、小売・店舗事業では、これま

での若者・衣料品を中心とした商売の見直しをすすめ、年代を越えた幅広いお客様のライフスタイルに対応したカ

テゴリーの充実により、客数の拡大をめざしております。

店づくりでは、定期借家契約によるテナントと競争力のある自主売場が融合する、丸井独自のショッピングセン

ター（ＳＣ）型店舗への転換をすすめております。

その第一弾として、５月に初のＳＣ型店舗となる「町田マルイ」をリニューアルオープンいたしました。地域の

お客様の声を取り入れ「雑貨」や「カフェ」「食」のカテゴリーを強化したことで客層が拡がり、オープン以降の

客数は前年同期の約2.5倍となりました。

今後はＳＣ型店舗への転換を、全館改装や売場区画ごとの改装など、店舗の状況に応じた最適な手法により全店

へ順次拡大してまいります。

また、平成28年春に九州初出店となる博多新店については、店づくりやモノづくりに直接ご参加いただけるお客

様を募集し、企画会議やアンケートを通じて、理想の店・商品づくりに向けた取組みを着実にすすめております。

商品面では、お客様と一緒に開発した新ＰＢ商品、なかでもレディスシューズが好調に推移いたしました。より

多くのお客様にモノづくりにご参加いただけるよう、ネット通販のサイト内に開設した「シューズＬＡＢＯ」で

は、全国からのべ５万人のお客様にご参加いただき、「モノづくりアンケート」をもとに商品開発をすすめており

ます。

テレビＣＭと連動して売場での訴求を強化した、新モデルの「ラクチンきれいパンプス」は認知度も高まり、９

月の発売から１ヵ月間の販売点数が３万足を超えるヒット商品となりました。平成22年にデビューした「ラクチン

きれいパンプス」は累計で150万足に迫る大型商品となりました。

このような取組みにより、新ＰＢ商品の売上は、アイテム数の拡がりもあわせ、前年同期の1.2倍と、順調に拡

大いたしました。

しかしながら、消費税率引上げにともなう駆け込み需要の反動や、閉鎖店の影響などにより、売上高は1,462億

96百万円（前年同期比5.0％減）、また改装投資による減価償却費の増加もあり、営業利益は21億15百万円（同

27.7％減）となりました。
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（カード事業）

カード事業では、カード会員の拡大とお得意様づくりによるご利用額の拡大を着実にすすめ、事業基盤の強化に

取組みました。

カード会員の拡大では、丸井店舗での募集に加え、企業や施設との提携カード、ファンクラブカードなどの新た

な募集チャネルを積極的に開拓するとともに、ネットからの入会も強化し、着実に全国展開をすすめてまいりまし

た。

具体的には、７月より国内最大級のテーマパークを運営するハウステンボス株式会社様と施設内で割引や特典が

ご利用いただける「ハウステンボスエポスカード」の発行を開始し、また、アイディアファクトリー株式会社様と

はゲームソフトのファンに向けて「オトメイトエポスカード」を発行いたしました。

さらに８月には、グループ会社の㈱エイムクリエイツが運営管理を受託する千葉県の商業施設「ＭＯＮＡ新浦

安」において、初の商業施設カード「ＭＯＮＡエポスカード」の発行を開始いたしました。会員向けの優待セール

やポイント付与により施設の集客や売上増に貢献するなど、施設とカードの相乗効果が出てまいりました。今後も

様々なチャネルを開拓し、独自の提携カード「コラボレーションカード」を拡大してまいります。

また、ネットからの入会は、全国規模のテレビＣＭに加え、入会申込み専用アプリの提供や丸井店頭でのカード

受取りサービスの開始などにより、順調に拡大いたしました。

このような取組みにより、丸井店舗外での入会が前年同期の1.4倍と新規会員の２割を占めるまでに拡大し、

カード会員数は前年同期比10％増の568万人となりました。

お得意様づくりでは、支払照会やお得なキャンペーンに簡単にアクセスいただける「エポスカード公式アプリ」

の配信開始や、ゴールドカード会員向けに人気公演や宿泊施設の会員優待を充実するなど、サービスの向上に努め

てまいりました。

以上の結果、外部加盟店でのショッピングクレジットのご利用額は前年同期比23％増と引き続き高伸長いたしま

した。

キャッシングにつきましては、取扱高が前年同期比11％増となり、昨年増加に転じた営業貸付金残高は1,279億

１百万円（前年同期比3.4％増）と着実に拡大いたしました。

さらに、家賃保証や銀行ローン保証などの関連ビジネスについても順調に拡大したことから、カード事業の売上

高は353億62百万円（前年同期比19.7％増）、営業利益は88億50百万円（同16.9％増）と３期連続の増収増益とな

りました。

 
（小売関連サービス事業）

小売関連サービス事業では、システム関連の受注拡大などにより、売上高は276億35百万円（前年同期比1.6％

増）となりましたが、前年に内装工事の大口受注があったことなどにより、営業利益は14億43百万円（同29.1％

減）と増収減益となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況　

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が96億68百万円（前年同期間より６億45百万

円減）であったことや、カード事業における営業債権が債権流動化による資金調達を行ったことで微増にとどまっ

たことなどにより、75億66百万円の収入（前年同期間は167億65百万円の支出）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出の増加などにより、50億39百万円の支出（前

年同期間は22億69百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の減少による支出などにより、36億92百万円の支出（前年同

期間は196億32百万円の収入）となりました。

以上の結果、当第２四半期末の現金及び現金同等物は、288億88百万円となり前期末に比べ11億65百万円減少い

たしました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。
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（株式会社の支配に関する基本方針）

1. 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業価値および株主共同の

利益を確保し、向上させる者が望ましいと考えております。

また、当社の企業価値および株主共同の利益を向上させていくためには、当社の企業理念や経営資源に関する十

分な理解、中長期的な視点に立った安定的な経営が不可欠であると考えております。

現在、当社は、小売業界における厳しい競争の中、企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させるため、

全力で取組んでおりますが、わが国の資本市場においては、ある程度の法的な整備がおこなわれたとはいえ、対象

となる会社の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、一方的に大量の株式を取得する行為がおこな

われることも十分あり得ると判断しております。

もとより、当社は、上場会社である以上、当社株式の売買は、株主や投資家の皆様の自由な判断においてなされ

るのが原則であり、当社株式の大量取得行為がおこなわれる場合においても、これに応じるべきか否かの判断は、

最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えております。従いまして、当社の企業価値および

株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量取得行為の中には、その目的からみて、真摯に合理的な経営をめざすものではなく、

会社に回復し難い損害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の株主や

取締役会がその条件などについて検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提示するための十分な時間や情

報を提供しないものなど、対象会社の企業価値および株主共同の利益に資さない取得行為がおこなわれる可能性も

否定できません。

当社は、このような買収者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと判断いた

します。

　

2. 基本方針の実現に資する取組みの内容

① 当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させるための取組み

当社グループは、「お客様のお役に立つために進化し続ける」「人の成長＝企業の成長」という企業理念にも

とづき、小売・店舗、カード、小売関連サービスの３事業を通して「若々しいマインドを持つすべての人のライ

フスタイルを応援する」企業グループです。事業を通じて、株主の皆様をはじめ、お客様、お取引先の皆様、地

域社会の皆様の「お役に立てる」ことに最大の価値を置き、より一層信頼される企業グループをめざしてまいり

ます。

 また、平成28年度を最終年度とする３ヵ年の中期経営計画を策定し、連結営業利益360億円以上、ＲＯＥ６％

以上の達成に向けて、グループの経営資源を有効活用し、長期利益の実現に取組んでまいります。

 小売・店舗事業では、従来の仕入販売を中心としたビジネスモデルを転換し、定期借家契約によるテナント導

入をすすめ、カテゴリーの拡大と品揃えの充実により店舗の魅力を高めることで、収益の改善と安定化をはかっ

てまいります。自主売場については、独自性の高いショップやブランドに経営資源を集中し、収益力と市場競争

力の高い専門店への転換をはかり、丸井店舗外への出店をめざしてまいります。

カード事業については、カード発行拠点を全国に拡大し事業基盤のさらなる強化をすすめてまいります。エポ

スカードの発行は丸井店舗でのご入会に加え、独自の提携カード「コラボレーションカード」やネット経由での

入会促進など、丸井店舗以外での発行を拡大してまいります。また、ゴールドカード会員のさらなる拡大に向

け、店頭即時発行や会員優待、ポイントなどのサービスを充実し、お得意様づくりをすすめてまいります。さら

に、お客様ニーズへの対応を推進し、カード利用率を高めることで今後のクレジット市場の成長を取り込み、

カード収益の安定的な成長をはかります。

このように、丸井グループの経営資源とノウハウを最大限に活用して当社グループ独自のビジネスモデルを確

立し、今後の成長と業績の向上につとめてまいります。

　

② 社会的責任への取組み

 当社は、株主の皆様、お客様、お取引先の皆様、地域社会の皆様、そして従業員からも信頼される企業グルー

プであり続けることをめざしております。そのため、常にお客様の視点に立った商品・サービスを提供すること

はもとより、安全で安心な営業体制の確立や個人情報保護など法令・ルールの遵守、環境保全をはじめとしたさ

まざまな社会貢献活動の実施など、積極的に社会的責任を果たすべく取組みを推進してまいりました。今後も、

ますます高度化される社会的責任への要求にお応えすることを通じて、さらに企業価値の向上をはかってまいり

ます。
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③ コーポレート・ガバナンス強化への取組み

当社では、健全で公正な経営を第一に、長期安定的に企業価値および株主共同の利益を向上させていくことを

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方として、監査機能の強化と透明度の高い経営を推進するとともに、

経営の透明性・公正性を高めるため、社外取締役の選任(１名)、取締役の任期短縮などをおこなってまいりまし

た。平成26年6月26日開催の第78回定時株主総会において、経営の透明性と監督機能のより一層の強化をはかるた

め、社外取締役を１名増員し、２名とするなど、今後もさらなるコーポレート・ガバナンスの充実につとめてま

いります。

 

3. 不適切な者によって支配されることを防止する取組み

当社は、前記の「2. 基本方針の実現に資する取組みの内容」に記載した取組みを基本として、当社の企業価値お

よび株主共同の利益の最大化を追求してまいる所存でございますが、企業価値および株主共同の利益に資さない株

式の大量取得行為がおこなわれる可能性を否定できないと考えております。そこで、当社取締役会は、そのような

行為を抑止するため、平成26年5月13日開催の取締役会において、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防

衛策）について、更新すること（更新後のプランを、以下「本プラン」といいます。）を決議し、平成26年6月26日

開催の第78回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただきました。

これは、当社株式の大量取得行為がおこなわれる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために、あるいは当社

経営陣や独立委員会等が買収者と交渉・協議するために、必要・十分な情報と時間を確保することにより、当社の

企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としております。

本プランは、(a)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付、または、

(b)当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびその特別関係者の株券等

所有割合の合計が20％以上となる公開買付け(以下、「買付等」といいます。)を対象とします。

当社の株券等について買付等がおこなわれる場合、当該買付等をおこなおうとする者（以下「買付者等」といい

ます。)には、買付内容等の検討に必要な情報および本プランを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面を当社取締

役会に対して事前に提出していただきます。その後、買付者等から提供された情報や当社取締役会からの意見およ

びその根拠資料や代替案が、独立性の高い社外取締役および社外監査役によって構成される独立委員会に提供さ

れ、その評価、検討を経るものとします。独立委員会は、必要に応じて、独立した第三者（ファイナンシャル・ア

ドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得た上、買付等の内容

の評価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、直接または間接に買付者等との交渉、株主の皆様に対する

情報開示等をおこないます。

独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、その他買付等の内容の検討の結

果、当該買付等が当社の企業価値および株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である

場合など、本プランに定める要件のいずれかに該当すると認めた場合には、当社取締役会に対して、新株予約権の

無償割当てを実施することを勧告します。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施または不実施等に関する会

社法上の機関としての決議をおこなうものとします。また、当社取締役会は、独立委員会の新株予約権の無償割当

てを実施すべき旨の勧告を尊重し、新株予約権の無償割当ての実施を決議した場合には、株主総会を招集し、株主

の皆様の意思を確認します(ただし、買付者等が本プランに定められた手続きを遵守しない場合を除きます。)。

本プランの有効期間は、平成26年６月26日開催の第78回定時株主総会終結の時から平成29年６月に開催予定の定

時株主総会終結の時までとなっております。ただし、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において出席

した議決権を行使することができる株主の皆様の議決権の過半数をもって本プランを廃止する旨の決議がおこなわ

れた場合、または、当社の株主総会で選任された取締役で構成する取締役会により本プランを廃止する旨の決議が

おこなわれた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

本プランは、上記更新時において新株予約権の無償割当てをおこなうものではありませんので、更新自体によっ

て株主の皆様の権利・利益に直接具体的な影響は生じておりません。他方、新株予約権の無償割当てがおこなわれ

た場合、株主の皆様が新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込をおこなわなければ、他の株主の皆様に

よる新株予約権の行使により、その保有する当社株式の価値が希釈化されることになります（本プランに定められ

たところに従い、当社が非適格者以外の株主の皆様から新株予約権を取得し、それと引き換えに当社株式を交付す

ることとした場合を除きます。）。また、一旦新株予約権の無償割当ての実施が承認された場合であっても、本プ

ランに定められたところに従い、当社が新株予約権の無償割当てを中止し、または新株予約権を無償にて取得する
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こととした場合には、当社株式の１株当たりの価値の希釈化は生じませんので、かかる希釈化が生じることを前提

にして売買をおこなった株主の皆様は、当社株式の株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。

その他、本プランの詳細につきましては、当社ホームページに掲載の平成26年５月13日付「当社株式の大量取得

行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について」をご参照ください。

（http://www.0101maruigroup.co.jp/pdf/settlement/14_0513/14_0513_2.pdf）

 

4. 具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

前記の「2. 基本方針の実現に資する取組みの内容」および「3. 不適切な者によって支配されることを防止する

取組み」は、いずれも当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させる目的をもって導入されたもので

あり、当社の基本方針に沿うものであります。特に、本プランは、株主総会で承認を得て更新されたものであるこ

と、合理的かつ客観的要件が設定されていること、独立性の高い社外取締役および社外監査役によって構成される

独立委員会の判断を重視すること、独立委員会は第三者専門家の助言を得ることができること、当社取締役の任期

は１年であり、毎年の取締役の選任を通じても、本プランにつき、株主の皆様のご意向を反映させることが可能な

こと、当社株主総会または取締役会により、いつでも廃止することができることなどにより、公正性・客観性が担

保されており、当社の企業価値および株主共同の利益を損なうものではなく、当社取締役の地位の維持を目的とす

るものではありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 318,660,417 318,660,417
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 318,660,417 318,660,417 ― ―
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成26年6月26日

新株予約権の数(個) 435　　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株） 43,500　　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1

新株予約権の行使期間 平成27年4月1日～平成37年3月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 844
資本組入額　　(注)２　　

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４
 

(注)１．新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という。)は100株とする。

 なお、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率
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 調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その

効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少

して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行わ

れる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数

は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。

 また、上記の他、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株

式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うことが

できる。

２．資本組入額

   ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場

合は、これを切り上げるものとする。

   ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３．新株予約権の行使の条件

   ① 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は執行役員の

地位にあることを要する。任期満了による退任その他正当な理由に基づき当社及び当社子会社の取締

役、監査役及び執行役員のいずれの地位も喪失した場合、その喪失した日から５年以内に限って権利行

使ができるものとする。

   ② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若し

くは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ

き、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会が決議した場合）、

当該承認日の翌日から30日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記(注)４に定める

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権

が交付される場合を除くものとする。

   ③ その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めると

ころによる。

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につ

き吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交

換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の

直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、

それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会

社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。

    ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

    ② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

    ③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)１に準じて決定する。
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    ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式１株当たり１円とする。

    ⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

    ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)２に準じて決定する。

    ⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

    ⑧ 新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

    ⑨ 新株予約権の取得条項

当社は、以下の（イ）、（ロ）、（ハ）、（ニ）又は（ホ）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会が決議した場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、新株予約権を無償で取得することができる。

（イ）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

（ロ）当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

（ハ）当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

（ニ）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

（ホ）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

― 318,660 ― 35,920 ― 91,307
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行(株)(信託口)

中央区晴海１丁目８番11号 23,597 7.40

日本マスタートラスト信託銀行
(株)(信託口)

港区浜松町２丁目11番３号 21,119 6.62

青井不動産(株) 渋谷区神南１丁目21番３号 6,019 1.88

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内２丁目７番１号 5,808 1.82

(株)アトム 豊島区西池袋３丁目６番18号 5,672 1.78

ノーザン トラスト カンパニー
（エイブイエフシー）アカウント
ノン　トリーテイー
(常任代理人 香港上海銀行 東
京支店)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT,UK
（中央区日本橋３丁目11番１号）

5,348 1.67

ジユニパー
(常任代理人 (株)三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行)

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF
SAUDI ARABIA
（千代田区丸の内２丁目７番１号）

5,184 1.62

東宝(株) 千代田区有楽町１丁目２番２号 3,779 1.18

ジヤパン　リ　フイデリテイ
(常任代理人 (株)三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行)

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF
SAUDI ARABIA
（千代田区丸の内２丁目７番１号）

3,778 1.18

ＢＮＰパリバ証券(株) 千代田区丸の内１丁目９番１号 3,642 1.14

計 ― 83,951 26.35
 

(注) 当社は、自己株式44,866千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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（７）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

44,866,200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

273,680,800
2,736,808 ―

単元未満株式
普通株式

113,417
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 318,660,417 ― ―

総株主の議決権 ― 2,736,808 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱丸井グループ

中野区中野４丁目３番２
号

44,866,200 ― 44,866,200 14.08

計 ― 44,866,200 ― 44,866,200 14.08
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 30,064 28,899

  受取手形及び売掛金 6,323 4,855

  割賦売掛金 213,466 211,182

  営業貸付金 125,215 127,901

  商品 19,285 18,607

  その他 27,626 29,875

  貸倒引当金 △7,440 △7,720

  流動資産合計 414,542 413,602

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 67,062 66,607

   土地 99,402 99,402

   その他（純額） 8,599 9,938

   有形固定資産合計 175,064 175,948

  無形固定資産 6,625 6,279

  投資その他の資産   

   投資有価証券 24,213 26,439

   差入保証金 37,735 36,326

   その他 5,838 5,467

   投資その他の資産合計 67,786 68,233

  固定資産合計 249,476 250,461

 資産合計 664,019 664,064
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 29,975 25,490

  短期借入金 71,324 49,333

  1年内償還予定の社債 20,000 25,000

  コマーシャル・ペーパー 12,000 6,000

  未払法人税等 2,211 3,580

  賞与引当金 4,016 4,239

  ポイント引当金 2,813 3,523

  商品券等引換損失引当金 150 154

  その他 27,250 26,248

  流動負債合計 169,740 143,568

 固定負債   

  社債 82,000 97,000

  長期借入金 79,500 86,500

  利息返還損失引当金 6,870 5,998

  債務保証損失引当金 123 133

  資産除去債務 536 531

  その他 9,359 9,503

  固定負債合計 178,389 199,667

 負債合計 348,130 343,235

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 35,920 35,920

  資本剰余金 91,307 91,307

  利益剰余金 236,274 239,695

  自己株式 △53,832 △53,790

  株主資本合計 309,669 313,133

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,776 7,274

  その他の包括利益累計額合計 5,776 7,274

 新株予約権 39 14

 少数株主持分 402 405

 純資産合計 315,889 320,828

負債純資産合計 664,019 664,064
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 195,935 193,687

売上原価 121,889 116,323

売上総利益 74,046 77,363

販売費及び一般管理費 ※  63,329 ※  66,902

営業利益 10,716 10,461

営業外収益   

 受取利息 64 62

 受取配当金 278 290

 償却債権回収益 508 627

 固定資産受贈益 478 122

 その他 113 87

 営業外収益合計 1,443 1,190

営業外費用   

 支払利息 896 973

 その他 187 180

 営業外費用合計 1,084 1,154

経常利益 11,075 10,498

特別損失   

 固定資産除却損 598 733

 店舗閉鎖損失 162 -

 その他 - 95

 特別損失合計 761 829

税金等調整前四半期純利益 10,314 9,668

法人税等 4,160 3,766

少数株主損益調整前四半期純利益 6,153 5,902

少数株主利益 8 10

四半期純利益 6,144 5,891
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 6,153 5,902

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,778 1,498

 その他の包括利益合計 1,778 1,498

四半期包括利益 7,931 7,400

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 7,922 7,390

 少数株主に係る四半期包括利益 8 10
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 10,314 9,668

 減価償却費 4,863 5,070

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 478 710

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △420 280

 利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △2,577 △871

 賞与引当金の増減額（△は減少） 438 223

 受取利息及び受取配当金 △342 △353

 支払利息 896 973

 固定資産除却損 415 382

 売上債権の増減額（△は増加） 824 1,468

 割賦売掛金の増減額（△は増加） △15,609 2,283

 営業貸付金の増減額（△は増加） 15 △2,686

 たな卸資産の増減額（△は増加） △639 464

 買掛金の増減額（△は減少） △1,071 △4,485

 その他 △12,283 △2,589

 小計 △14,697 10,540

 利息及び配当金の受取額 292 310

 利息の支払額 △885 △1,166

 法人税等の支払額 △1,728 △2,253

 法人税等の還付額 253 135

 営業活動によるキャッシュ・フロー △16,765 7,566

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △4,229 △6,692

 差入保証金の回収による収入 2,113 1,581

 その他 △153 72

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,269 △5,039

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △29,992 △24,990

 長期借入れによる収入 10,000 10,000

 社債の発行による収入 19,902 19,897

 
コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は
減少）

22,000 △6,000

 配当金の支払額 △2,189 △2,463

 その他 △88 △135

 財務活動によるキャッシュ・フロー 19,632 △3,692

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 597 △1,165

現金及び現金同等物の期首残高 29,940 30,053

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の
増減額（△は減少）

△10 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  30,527 ※  28,888
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【注記事項】

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

税金費用の計算 　税金費用の計算については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま

す。ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、

法定実効税率を使用する方法によっております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

金融機関が行っている個人向けローンに対する保証債務残高は、次のとおりです。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

 百万円 百万円

 16,800 18,165
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

  百万円  百万円

広告宣伝販促費 5,741 5,603 

ポイント引当金繰入額 2,197 3,523 

貸倒引当金繰入額 3,168 3,698 

利息返還損失引当金繰入額 － 2,203 

給料及び手当 15,092 14,986 

賞与引当金繰入額 3,837 3,989 

地代家賃 8,488 7,690 

減価償却費 4,154 4,305 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

です。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

 百万円 百万円

現金及び預金勘定 30,538 28,899

預入期間が３か月を超える定期預金 △11 △11

現金及び現金同等物 30,527 28,888
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

(1) 配当金支払額 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,189 8 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月７日
取締役会

普通株式 2,463 9 平成25年９月30日 平成25年12月４日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

(1) 配当金支払額 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,463 9 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月６日
取締役会

普通株式 2,464 9 平成26年９月30日 平成26年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)２

小売・店舗
事業

カード事業
小売関連
サービス事業

計

売上高       

 外部顧客への売上高 151,188 28,506 16,240 195,935 ― 195,935

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

2,826 1,042 10,950 14,819 △14,819 ―

計 154,014 29,549 27,190 210,754 △14,819 195,935

セグメント利益 2,926 7,568 2,034 12,530 △1,813 10,716
 

(注) １ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去786百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用

△2,600百万円です。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の費用です。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)２

小売・店舗
事業

カード事業
小売関連
サービス事業

計

売上高       

 外部顧客への売上高 143,812 34,343 15,531 193,687 ― 193,687

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

2,483 1,019 12,104 15,607 △15,607 ―

計 146,296 35,362 27,635 209,294 △15,607 193,687

セグメント利益 2,115 8,850 1,443 12,409 △1,947 10,461
 

(注) １ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去689百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用

△2,636百万円です。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の費用です。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりです。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 22円44銭 21円52銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(百万円) 6,144 5,891

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 6,144 5,891

普通株式の期中平均株式数(千株) 273,760 273,794

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 22円44銭 21円52銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（千株） 2 18

(うち、新株予約権(千株)) (2) (18)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

― ―

 

 

２ 【その他】

平成26年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額…………………… 2,464百万円

(ロ）１株当たりの金額………………………………… ９円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成26年12月４日
 

(注) 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月６日

株式会社丸井グループ

取締役会 御中

 

有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   佐   野         裕   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   富   永   淳   浩   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸井グ

ループの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日か

ら平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸井グループ及び連結子会社の平成26年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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